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   令和２年度決算に係る北上市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

書について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定に

より審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比

率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したの

で、その結果について別紙のとおり意見書を提出します。 

 

 



 



令和２年度健全化判断比率審査意見書 

 

１ 審査の対象 

  実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

  令和３年７月28日から令和３年８月23日まで 

 

３ 審査の方法 

市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

令和２年度の健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

（単位：％） 

比 率 名 
令和２年度 令和元年度 

健全化判断比率 早期健全化基準 健全化判断比率 早期健全化基準 

実質赤字比率 － 12.23 － 12.33 

連結実質赤字比率 － 17.23 － 17.33 

実質公債費比率 7.9 25.0 11.0 25.0 

将来負担比率 42.3 350.0 65.8 350.0 

※ 実質収支又は連結実質収支が黒字の場合、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は

算定されないので、「－」と表した。 

 

 



附表

比　率　名 比率

※一般会計等の実質収支額は380,309千円の黒字となっており、実質赤字額は発生していない。

  ① 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業、非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を
  　 生じた会計の実質赤字の合計額
  ② 公営企業の特別会計のうち、資金不足額が生じた会計の資金の不足額の合計額
  ③ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
  ④ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

×100

※連結実質収支額は3,246,547千円の黒字となっており、連結実質赤字額は発生していない。

＝7.09682％ 令和元年度
＝10.25930％ 平成30年度

将来負担比率 42.3％

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

56,849,595千円－（10,195,304千円＋654,155千円＋37,513,784千円）
×100 ＝42.3％

22,968,915千円－2,908,887千円

実質公債費比率
（３か年平均）

7.9％

（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

（3,105,229千円＋1,179,609千円）－（102,395千円＋2,908,887千円）
×100 ＝6.34872％ 令和２年度

22,968,915千円－2,908,887千円

連結実質赤字比率

連結実質赤字額＝①と②の合計額が③と④の合計額を超える場合の当該超える額
標準財政規模

－
22,968,915千円

－

算　　　　　　　　　　　式

実質赤字比率

一般会計等の実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
標準財政規模

－
×100

22,968,915千円

－



令和２年度資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の対象 

  資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

  令和３年７月28日から令和３年８月23日まで 

 

３ 審査の方法 

  市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

  令和２年度の資金不足比率の状況は、次のとおりである。 

（単位：％） 

会 計 名 
令和２年度 令和元年度 

資金不足比率 経営健全化基準 資金不足比率 経営健全化基準 

下水道事業会計 － 20.0 － 20.0 

工業団地事業特別会計 － 20.0 － 20.0 

宅地造成事業特別会計 － 20.0 － 20.0 

電気事業特別会計 － 20.0 － 20.0 

※ 資金不足が生じていない場合、資金不足比率は算定されないので、「－」と表し

た。 



附表

会　計　名 資金不足比率

電気事業特別会計 －

資金の不足額＝（歳出額＋①－歳入額＋繰越明許費等）－解消可能資金不足額
事業の規模＝営業収益に相当する収入の額－受託工事に相当する収入の額

　　　① 建設改良費等以外の財源に充てるために起こした地方債の現在高

（153,810千円＋0千円－156,957千円＋0千円）－0千円
×100 （資金不足額なし。数値算出されない）

133,837千円－0千円

宅地造成事業特別会計 －

資金の不足額＝（歳出額＋①－歳入額＋繰越明許費等－土地収入見込額）－解消可能資金不足額
事業の規模＝実質黒字額＋土地収入見込額

　　　① 建設改良費等以外の財源に充てるために起こした地方債の現在高

（3,767千円＋0千円－4,297千円＋0千円－202,766千円）－0千円
×100 （資金不足額なし。数値算出されない）

530千円＋202,766千円

工業団地事業特別会計 －

資金の不足額＝（歳出額＋①－歳入額＋繰越明許費等－土地収入見込額）－解消可能資金不足額
事業の規模＝資本の額に相当する額＋負債の額に相当する額

　　　① 建設改良費等以外の財源に充てるために起こした地方債の現在高

（2,944,791千円＋789,351千円－3,115,964千円＋0千円－1,992,864千円）－0千円
×100 （資金不足額なし。数値算出されない）

1,374,686千円＋789,351千円

算　　　　　　　　　　　式

下水道事業会計 －

資金の不足額＝（①－②）－解消可能資金不足額
事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

① 流動負債－控除企業債等－控除引当金等
② 流動資産＋貸倒引当金　　　　　　　　

（287,259千円－1,323,620千円）－0千円
×100 （資金不足額なし。数値算出されない）

1,560,278千円－0千円

※事業の規模は、省令第19条に規定する算定方法による

※事業の規模は、省令第19条に規定する算定方法による



 


